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[研究報告要 旨]

土壌環境の保全について、2003年 に土壌汚染対策法 (土 対法)が 施行 された。

土壌汚染が存在す るかは事前 に明 らかでない場合が多 く、土壌調査の命令発出

にあた り、行政官は不確実性 下の意思決定に直面す る。本研究では、土壌汚染

対策法の執行過程における行政官の行動について実証的な分析を行い、結果を

2本 の研究論文に取 りま とめた。

第 1章 では、調査命令発 出率の団体男1傾 向を探 るため、環境省が発行す る統

計 をもとに 2010年 度か ら 2014年 度までの分析 を行つた。その結果、調査命令

の発 出率は、全体的に低い水準にあ り、0%の 団体 も相 当数存在 していること

が分かつた。 また団体 を命令発出率の水準によ リグループ分けした場合、各 グ

ルー プにおいて継続 して命令 を発 出 している饉体があること、また期間内に命

令発 出の執行姿勢 を変化 させ た と思われる団体があることが確認 された。 これ

らの分析 によ り、調査命令 に関す る行政官の判断は団体により異なつてお り、

全国的に統一的な運用が図 られているわけではない可能性が示 された。

2010年か ら施行 され た改正土対法では、法律 に基づ く調査義務が生 じる前で

あれ ば、土地所有者等が 自主調査 を行い、汚染が判明 した場合に汚染 区域 に指

定す ることの申請 を行 う制度 (14条 申請)が 設 け られた。これによ り調査命令

の審査対象 となる土地では、行政命令 と自主調査の間に代替的な関係 が生 じた。

そ こで、 この代替関係が行政官の法執行姿勢 に与 えた影響 を検証す るため、第

2章 では、2010年 度か ら 2015年度までの調査命令数 に関す るパネルデータを

構築 し、団体別の調査命令発 出数 の推定を行 つた。その結果、調査命令 の発出

数は、2011年度か ら減少 してい ることが明 らか となった。このことは、行政官

が命令発 出よ りも自主調査 を促進す る法執行姿勢 を有 していることを示唆 して

いる。 また推定では都道府県や政令市、独 自の上壌汚染規制条例 をもつ団体で

は、命令発 出数が多 くなってい ることも確認 され、 これ らの団体では、行政官

が規制執行 に積極的である可能性 があることが示 された。


